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特定重大事故等対処施設が法定の期限内に完成しない場合の 

具体的な手続について（その２） 

 

令和元年10月16日 

原 子 力 規 制 庁 

 

１．経緯 

原子力規制委員会と九州電力株式会社経営層による意見交換（令和元年度第35

回原子力規制委員会）において、九州電力株式会社から、川内原子力発電所１、

２号機の特定重大事故等対処施設（以下「特重施設」という。）が法定の期限内

に完成しないため、経過措置期間が満了する日の翌日以後、冷温停止状態を継続

し、特重施設の使用前検査の合格後、原子炉を起動し発電を再開する旨の説明が

あった。 

この際、九州電力から、特重施設設置期限前に事業者が自らプラントを停止し、

定期検査を開始した場合の規制委員会の対応について確認があった。 

 

２．令和元年度第12回原子力規制委員会で了承された手続について 

令和元年度第12回原子力規制委員会（令和元年６月12日）において、特重施設

が法定の期限内に完成しない場合の具体的な手続について、原子力規制委員会は

要旨次のとおり了承した。 

①満了日の約６週間前までに特重施設に係る使用前検査 1に合格していない発

電用原子炉施設に対し、使用の停止 2を命ずるための手続（弁明の機会の付

与）に着手すること 

②満了日の約１週間前までに特重施設に係る使用前検査に合格していない発電

用原子炉施設に対し、使用の停止を命ずること 

 

３．定期検査期間中の発電用原子炉施設に対する使用の停止命令について 

これまで原子力規制委員会は、平成25年７月に施行された新規制基準を満足し

ていない発電用原子炉施設 3について、運転の前提条件を満たさない状態である

と判断し、運転を認めていない。当該施設は、新規制基準に係る許認可を受け、

使用前検査に合格し、定期検査が終了した場合に限り、運転を認めている。 

                                                                                
1 新検査制度施行後にあっては、これに相当する確認を受けていないことをいう。以下同じ。 
2 満了日の翌日において当該発電用原子炉施設が冷温停止状態（ＰＷＲについては保安規定に定める原子炉の運転モー

ドを「モード５」、「モード６」又は「モード外」にすること、ＢＷＲについては保安規定に定める原子炉の状態を

「冷温停止」又は「燃料交換」にすることをいう。）となるよう措置し、その状態を継続することをいう。以下同じ。 
3 これに該当する発電用原子炉施設は、現在いずれも定期検査により使用を停止している。 
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この場合において、定期検査により停止している状態に重ねて使用の停止を命

ずるといったことはしていない。 

 

４．定期検査期間中に満了日が到来する場合の対応について 

以上を踏まえると、②の時点（満了日の約１週間前）において、満了日には定

期検査により使用を停止していることが確実な証拠 1によって明らかである発電

用原子炉施設には、上記３．と同様に、重ねて使用の停止を命ずる必要はないた

め、命令を発出しないこととしたい。 

なお、①の時点（満了日の約６週間前）又はそれより前の時期であっても、満

了日には定期検査により使用を停止していることが確実な証拠によって明らかと

いえる場合には、あえて①の手続に着手する必要はないため、手続に着手しない

こととしたい。 

 

[参考資料] 

参考１ 原子力事業における更なる安全・安心の追求に向けた取組みについて

（2019年10月15日、九州電力株式会社）（一部抜粋） 

参考２ 特定重大事故等対処施設が法定の期限内に完成しない場合の具体的な手続

について（令和元年度第12回原子力規制委員会資料２） 

 

                                                                                
1 例えば、満了日までに発電用原子炉施設を冷温停止状態となっているように措置し、特重施設の使用前検査が合格す

るまでの間はその状態を継続する意思を、設置者として表明した文書などが考えられる。 
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